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生殖補助医療の規律に関する立法について（たたき台） 
【特定生殖補助医療に関する法律案（仮称）（新規立法）】への提案 

 先般、生殖補助医療の在り方を考える議員連盟よりご依頼のありました標記たたき台への提案を下記に
いたします。よろしくお願いいたします  
まず初めに、1/15 に行ったシンポジウム「精子・卵子・胚の提供等による⽣殖補助医療についてー議

論すべき課題の抽出ー」報告書（資料添付しました）
（https://www.jsog.or.jp/modules/committee/index.php?content_id=299）をもとに提案を行うことをご
理解頂きたく思います。各議連のメンバーの先生方には報告書及びパブリックコメント（いろいろな立場
の方々からのご意見をご理解ください）を熟読の上、ご議論いただくことを切望いたします。 

報告書をもとにしての提案は以下になります。 
1. 出自を知る権利は子供が持つ権利であること。
2. 提供者として「親」を加えること。現状で実際に親からの配偶子提供が多く実施されていることから

提案する。しかし、親を父という意味と考えると、男性の血筋を守るというような意味も考えられる
ことを十分に注意すべきであるとの指摘があることも付記する。

3. 精子・卵子の提供者に関して、将来の情報開示の有無を確認し（匿名若しくは顕名）、匿名の場合は
開示情報の提供の可否に関して、書面による同意を得ること。開示情報の内容は、個人の遺伝的特性
（性格、体格、素質等の情報と遺伝疾性患等の情報）等を想定。

4. 精子・卵子の提供者には、生まれてきた子との親子関係はないこと。
5. 精子・卵子の提供者が、提供時に同意した情報を子に提供することを拒否した際には、その理由が正

当であるか否かの判断は家庭裁判所での裁定に任せる（本内容に関してはどのような方策をとるか十
分に議論いただきたいこと）。

6. 特定生殖補助医療の提供を受けることができる者の範囲については、この法律の公布後３年を目途と

して、特定生殖補助医療により生まれる子の福祉に配慮しつつ検討が加えられ、その結果に基づいて
必要な措置が講ぜられるものとすること（第 12 検討）

以上 


